
【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】

事業番号・事業名

Ｄ－２３－１３ 防災集団移転促進事業（松崎前浜地区）

Ｄ－１－１３   防災集団移転促進事業に伴う道路整備事業（松崎前浜地区）

事業費 総額1,429,957千円（うち国費1,186,638千円）

（内訳: 用地費315,571千円，設計費112,199千円，工事費1,002,187千円）

事業期間 平成２４年度～令和３年度

事業目的・事業地区

市内の松崎前浜地区において，津波により壊滅的な被害を受けた地域の集団移転のた

め，安全な高台等に新たな居住地の整備を行うとともに，団地への安全な通行の確保を

図るため関連する道路整備を行ったもの。（位置図は別紙のとおり）

事業結果

地区名：松崎前浜地区 総用地面積10,566㎡ 総整備区画数１４区画

道路整備：取付道路 施工延長L＝851m 幅員W＝7.5m

＜平成２６年度～平成２９年度＞

用地・補償 315,571 千円

＜平成２４年度～平成２９年度＞

調査・測量・設計 112,199 千円

＜平成２５年度～令和３年度＞

造成工事 1002,187 千円

＜平成２７年度＞

５月７日より供用開始

事業の実績に関する評価

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価

・松崎前浜地区防災集団移転団地は、令和５年３月時点で、１４区画が居住してい

る。

・移転促進区域内の地元協議会と協議を進め，整備区画数のほか，団地内に公園，

四阿を配置するなど地域コミュニティに配慮し，被災者のニーズに合った整備内

容であり，災害危険区域を避けた安全・安心な住まいの再建が行われたことから，

事業内容は適切なものと考える。

・防災集団移転団地内へ連絡する道路整備を行ったもので，団地へのアクセス道等

に利用されており，利便性の向上に繋がっていることから事業は適正な執行がな

されていると判断される。

②コストに関する調査・分析・評価

・造成工事は，施工者選定のためのプロポーザル募集要項に基づき，技術提案の提

出希望者を公募し，一定の条件を満たす応募者から技術提案書等の提出を受け評

価を行い，総合的に最も優れた内容の提案を行った業者を選定している。工事費



についても契約時及び現場の状況に合わせた変更の都度精査を行っており，妥当

であると判断される。

③事業手法に関する調査・分析・評価

・松崎前浜地区における防災集団移転促進事業は，以下のとおりである。

  ＜想定した事業期間＞

調査・測量・設計 平成２４年４月～平成２５年６月

  用地取得・物件補償 平成２５年１月～平成２５年３月

造成工事 平成２５年４月～平成２７年３月

  供用開始 平成２７年４月

＜実際に事業に有した事業期間＞

調査・測量・設計 平成２４年１０月～平成２９年１０月

  用地取得・物件補償 平成２６年４月～平成３０年３月

造成工事 平成２５年９月～令和３年７月

  供用開始 平成２７年５月

  附帯業務等 ～平成３１年４月

・他事業との調整，盛土材や工事用通路，工事ヤードの確保に時間を要したが，マ

ネジメント業務を活用した工事間調整会議の開催により，概ね予定どおり宅地の

引渡しができたことから事業手法は適正だと考える。



事業担当部局

建設部住宅課 電話番号：0226-22-3426







【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】

事業番号・事業名

・Ｄ－２３－１５ 防災集団移転促進事業（波路上杉の下地区）

・Ｄ－１－１４   防災集団移転促進事業に伴う道路整備事業（波路上杉の下地区）

事業費 総額258,951千円（うち国費217,373千円）

（内訳: 用地費55,796千円，設計費38,176千円，工事費164,979千円）

事業期間 平成２４年度～令和２年度

事業目的・事業地区

市内の波路上杉の下地区において，津波により壊滅的な被害を受けた地域の集団移転

のため，安全な高台等に新たな居住地の整備を行うとともに，団地への安全な通行の確

保を図るため関連する道路整備を行ったもの。（位置図は別紙のとおり）

事業結果

地区名：波路上杉の下地区 総用地面積2,524㎡ 総整備区画数５区画

道路整備：取付道路 施工延長L＝399m 幅員W＝6.5m

＜平成２４年度～平成３１年度＞

用地・補償 55,796 千円

＜平成２４年度～平成３０年度＞

調査・測量・設計 38,176 千円

＜平成２５年度～令和２年度＞

造成工事 164,979 千円

＜平成２７年度＞

４月８日より供用開始

事業の実績に関する評価

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価

・波路上杉の下地区防災集団移転団地は、令和５年月３時点で、５区画が居住して

いる。

・移転促進区域内の地元協議会と協議を進め，整備区画数のほか，団地内に公園を

配置するなど地域コミュニティに配慮し，被災者のニーズに合った整備内容であ

り，災害危険区域を避けた安全・安心な住まいの再建が行われたことから，事業

内容は適切なものと考える。

・防災集団移転団地内へ連絡する道路整備を行ったもので，団地へのアクセス道等

に利用されており，利便性の向上に繋がっていることから事業は適正な執行がな

されていると判断される。

②コストに関する調査・分析・評価

・造成工事は，施工者選定のためのプロポーザル募集要項に基づき，技術提案の提

出希望者を公募し，一定の条件を満たす応募者から技術提案書等の提出を受け評

価を行い，総合的に最も優れた内容の提案を行った業者を選定している。工事費



についても契約時及び現場の状況に合わせた変更の都度精査を行っており，妥当

であると判断される。

② 事業手法に関する調査・分析・評価

・波路上杉の下地区における防災集団移転促進事業及び防災集団移転促進事業に伴

う道路整備事業は，以下のとおりである。

  ＜想定した事業期間＞

調査・測量・設計 平成２４年４月～平成２５年６月

  用地取得・物件補償 平成２５年１月～平成２５年３月

造成工事 平成２５年４月～平成２７年３月

  供用開始 平成２７年４月

＜実際に事業に有した事業期間＞

調査・測量・設計 平成２４年１０月～平成３０年１０月

  用地取得・物件補償 平成２４年１２月～令和元年１１月

造成工事 平成２５年９月～令和２年１１月

  供用開始 平成２７年８月

  附帯業務等 ～平成３１年３月

・他事業との調整，盛土材や工事用通路，工事ヤードの確保に時間を要したが，マ

ネジメント業務を活用した工事間調整会議の開催により，概ね予定どおり宅地の

引渡しができたことから事業手法は適正だと考える。

事業担当部局

建設部住宅課 電話番号：0226-22-3426







【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】

事業番号・事業名

・Ｄ－２３－１６ 防災集団移転促進事業（浪板二区地区）

・Ｄ－１－１５   防災集団移転促進事業に伴う道路整備事業（浪板二区地区）

事業費 総額868,982千円（うち国費734,699千円）

（内訳: 用地費175,491千円，設計費80,109千円，工事費643,383千円）

事業期間 平成２４年度～令和２年度

事業目的・事業地区

市内の浪板二区地区において，津波により壊滅的な被害を受けた地域の集団移転のた

め，安全な高台等に新たな居住地の整備を行うとともに，団地への安全な通行の確保を

図るため関連する道路整備を行ったもの。（位置図は別紙のとおり）

事業結果

地区名：浪板二区地区 総用地面積14,985㎡ 総整備区画数１９区画

道路整備：取付道路 施工延長 L＝386.3m 幅員 W＝6.0m

＜平成２４年度～平成２７年度＞

用地・補償 175,491 千円

＜平成２４年度～平成２９年度＞

調査・測量・設計 80,109 千円

＜平成２５年度～令和元年度＞

造成工事 643,383 千円

＜平成２８年度＞

５月９日より供用開始

事業の実績に関する評価

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価

・浪板二区地区防災集団移転団地は、令和５年３月時点で、１９区画が居住してい

る。

・移転促進区域内の地元協議会と協議を進め，整備区画数のほか，団地内に公園，

四阿を配置するなど地域コミュニティに配慮し，被災者のニーズに合った整備内

容であり，災害危険区域を避けた安全・安心な住まいの再建が行われたことから，

事業内容は適切なものと考える。

・防災集団移転団地内へ連絡する道路整備を行ったもので，団地へのアクセス道等

に利用されており，利便性の向上に繋がっていることから事業は適正な執行がな

されていると判断される。

②コストに関する調査・分析・評価

・造成工事は，施工者選定のためのプロポーザル募集要項に基づき，技術提案の提

出希望者を公募し，一定の条件を満たす応募者から技術提案書等の提出を受け評

価を行い，総合的に最も優れた内容の提案を行った業者を選定している。工事費

についても契約時及び現場の状況に合わせた変更の都度精査を行っており，妥当

であると判断される。



③事業手法に関する調査・分析・評価

・浪板二区地区における防災集団移転促進事業及び防災集団移転促進事業に伴う道

路整備事業は，以下のとおりである。

  ＜想定した事業期間＞

調査・測量・設計 平成２４年４月～平成２５年６月

  用地取得・物件補償 平成２５年１月～平成２５年３月

造成工事 平成２５年４月～平成２７年３月

  供用開始 平成２７年４月

＜実際に事業に有した事業期間＞

調査・測量・設計 平成２４年１０月～平成２９年５月

  用地取得・物件補償 平成２４年１２月～平成２７年１２月

造成工事 平成２５年９月～令和元年８月

  供用開始 平成２８年５月

  附帯業務等 ～令和２年３月

・他事業との調整，盛土材や工事用通路，工事ヤードの確保に時間を要したが，マ

ネジメント業務を活用した工事間調整会議の開催により，概ね予定どおり宅地の

引渡しができたことから事業手法は適正だと考える。

事業担当部局

建設部住宅課 電話番号：0226-22-3426







【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】

事業番号・事業名

・Ｄ－２３－１７ 防災集団移転促進事業（最知川原地区）

・Ｄ‐１‐１６   防災集団移転促進事業に伴う道路整備事業（最知川原地区）

事業費 総額398,333千円（うち国費338,678千円）

（内訳: 用地費88,183千円，設計費38,776千円，工事費271,374千円）

事業期間 平成２４年度～令和元年度

事業目的・事業地区

市内の最知川原地区において，津波により壊滅的な被害を受けた地域の集団移転のた

め，安全な高台等に新たな居住地の整備を行うとともに，団地への安全な通行の確保を

図るため関連する道路整備を行ったもの。（位置図は別紙のとおり）

事業結果

地区名：最知川原地区 総用地面積3,874㎡ 総整備区画数６区画

道路整備：取付道路 施工延長 L＝350m 幅員 W＝6.5m

＜平成２４年度～平成２８年度＞

用地・補償 88,183 千円

＜平成２４年度～平成２７年度＞

調査・測量・設計 38,776 千円

＜平成２５年度～平成３０年度＞

造成工事 271,374 千円

＜平成２７年度＞

１０月２３日より供用開始

事業の実績に関する評価

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価

・最知川原地区防災集団移転団地は、令和５年３月時点で、６区画が居住している。

・移転促進区域内の地元協議会と協議を進め，整備区画数のほか，団地内に公園を配

置するなど地域コミュニティに配慮し，被災者のニーズに合った整備内容であり，

災害危険区域を避けた安全・安心な住まいの再建が行われたことから，事業内容は

適切なものと考える。

・防災集団移転団地内へ連絡する道路整備を行ったもので，団地へのアクセス道等

に利用されており，利便性の向上に繋がっていることから事業は適正な執行がな

されていると判断される。

② コストに関する調査・分析・評価

・造成工事は，施工者選定のためのプロポーザル募集要項に基づき，技術提案の提

出希望者を公募し，一定の条件を満たす応募者から技術提案書等の提出を受け評

価を行い，総合的に最も優れた内容の提案を行った業者を選定している。工事費

についても契約時及び現場の状況に合わせた変更の都度精査を行っており，妥当

であると判断される。



③ 事業手法に関する調査・分析・評価

・最知川原地区における防災集団移転促進事業及び防災集団移転促進事業に伴う道

路整備事業は，以下のとおりである。

  ＜想定した事業期間＞

調査・測量・設計 平成２４年４月～平成２５年６月

  用地取得・物件補償 平成２５年１月～平成２５年３月

造成工事 平成２５年４月～平成２７年３月

  供用開始 平成２７年４月

＜実際に事業に有した事業期間＞

調査・測量・設計 平成２４年１０月～平成２７年３月

  用地取得・物件補償 平成２４年１２月～平成２９年３月

造成工事 平成２５年９月～平成２９年３月

  供用開始 平成２７年１０月

  附帯業務等 ～平成３１年３月

・他事業との調整，盛土材や工事用通路，工事ヤードの確保に時間を要したが，マ

ネジメント業務を活用した工事間調整会議の開催により，概ね予定どおり宅地の

引渡しができたことから事業手法は適正だと考える。

事業担当部局

建設部住宅課 電話番号：0226-22-3426







【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】

事業番号・事業名

・Ｄ－２３－１９ 防災集団移転促進事業（笹が陣地区）

・Ｄ‐１‐１７   防災集団移転促進事業に伴う道路整備事業（笹が陣地区）

事業費 総額453,550千円（うち国費391,697千円）

（内訳: 用地費88,410千円，設計費28,362千円，工事費340,778千円）

事業期間 平成２４年度～令和２年度

事業目的・事業地区

市内の笹が陣地区において，津波により壊滅的な被害を受けた地域の集団移転のた

め，安全な高台等に新たな居住地の整備を行うとともに，団地への安全な通行の確保を

図るため関連する道路整備を行ったもの。（位置図は別紙のとおり）

事業結果

地区名：笹が陣地区 総用地面積4,621㎡ 総整備区画数９区画

道路整備：取付道路 施工延長L＝45.113m 幅員W＝6.0m

＜平成２５年度～平成２７年度＞

用地・補償 88,410 千円

＜平成２４年度～平成２７年度＞

調査・測量・設計 28,362 千円

＜平成２５年度～令和２年度＞

造成工事 340,778 千円

＜平成２８年度＞

１０月２５日より供用開始

事業の実績に関する評価

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価

・笹が陣地区防災集団移転団地は、令和５年３月時点で、９区画が居住している。

・移転促進区域内の地元協議会と協議を進め，整備区画数のほか，団地内に緑地を配

置するなど地域コミュニティに配慮し，被災者のニーズに合った整備内容であり，

災害危険区域を避けた安全・安心な住まいの再建が行われたことから，事業内容は

適切なものと考える。

・防災集団移転団地内へ連絡する道路整備を行ったもので，団地へのアクセス道等

に利用されており，利便性の向上に繋がっていることから事業は適正な執行がな

されていると判断される。

②コストに関する調査・分析・評価

・造成工事は，施工者選定のためのプロポーザル募集要項に基づき，技術提案の提

出希望者を公募し，一定の条件を満たす応募者から技術提案書等の提出を受け評

価を行い，総合的に最も優れた内容の提案を行った業者を選定している。工事費

についても契約時及び現場の状況に合わせた変更の都度精査を行っており，妥当



であると判断される。

② 事業手法に関する調査・分析・評価

・笹が陣地区における防災集団移転促進事業及び防災集団移転促進事業に伴う道路

整備事業は，以下のとおりである。

  ＜想定した事業期間＞

調査・測量・設計 平成２４年４月～平成２５年６月

  用地取得・物件補償 平成２５年１月～平成２５年３月

造成工事 平成２５年４月～平成２７年３月

  供用開始 平成２７年４月

＜実際に事業に有した事業期間＞

調査・測量・設計 平成２５年１月～平成２７年６月

  用地取得・物件補償 平成２５年１０」月～平成２７年１１月

造成工事 平成２５年１２月～令和２年１１月

  供用開始 平成２８年１０月

  附帯業務等 ～平成３１年３月

・他事業との調整，盛土材や工事用通路，工事ヤードの確保に時間を要したが，マ

ネジメント業務を活用した工事間調整会議の開催により，概ね予定どおり宅地の

引渡しができたことから事業手法は適正だと考える。

事業担当部局

建設部住宅課 電話番号：0226-22-3426







【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】

事業番号・事業名

Ｄ－２３－２１ 防災集団移転促進事業（松崎浦田地区）

Ｄ‐１‐１８   防災集団移転促進事業に伴う道路整備事業（松崎浦田地区）

事業費 総額1,433,610千円（うち国費1,226,408千円）

（内訳: 用地費239,442千円，設計費89,761千円，工事費1,104,407千円）

事業期間 平成２４年度～令和２年度

事業目的・事業地区

市内の松崎浦田地区において，津波により壊滅的な被害を受けた地域の集団移転のた

め，安全な高台等に新たな居住地の整備を行うとともに，団地への安全な通行の確保を

図るため関連する道路整備を行ったもの。（位置図は別紙のとおり）

事業結果

地区名：松崎浦田地区 総用地面積26,376㎡ 総整備区画数３５区画

整備道路：取付道路 施工延長 L＝347.751 ㎡ 幅員 W＝9.5m

＜平成２４年度～平成２８年度＞

用地・補償 239,442 千円

＜平成２４年度～平成２９年度＞

調査・測量・設計 89,761 千円

＜平成２５年度～令和元年度＞

造成工事 1,104,407 千円

＜平成２８年度＞

４月１日より供用開始

事業の実績に関する評価

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価

・松崎浦田地区防災集団移転団地は、令和５年３月時点で、３５区画が居住してい

る。

・移転促進区域内の地元協議会と協議を進め，整備区画数のほか，団地内に集会施

設，公園，四阿を配置するなど地域コミュニティに配慮し，被災者のニーズに合っ

た整備内容であり，災害危険区域を避けた安全・安心な住まいの再建が行われたこ

とから，事業内容は適切なものと考える。

・防災集団移転団地内へ連絡する道路整備を行ったもので，団地へのアクセス道等

に利用されており，利便性の向上に繋がっていることから事業は適正な執行がな

されていると判断される。

②コストに関する調査・分析・評価

・造成工事は，施工者選定のためのプロポーザル募集要項に基づき，技術提案の提

出希望者を公募し，一定の条件を満たす応募者から技術提案書等の提出を受け評

価を行い，総合的に最も優れた内容の提案を行った業者を選定している。工事費



についても契約時及び現場の状況に合わせた変更の都度精査を行っており，妥当

であると判断される。

② 事業手法に関する調査・分析・評価

・松崎浦田地区における防災集団移転促進事業及び防災集団移転促進事業に伴う道

路整備事業は，以下のとおりである。

  ＜想定した事業期間＞

調査・測量・設計 平成２４年４月～平成２５年６月

  用地取得・物件補償 平成２５年１月～平成２５年３月

造成工事 平成２５年４月～平成２７年３月

  供用開始 平成２７年４月

＜実際に事業に有した事業期間＞

調査・測量・設計 平成２４年１０月～平成２９年５月

  用地取得・物件補償 平成２４年１２月～平成２８年１１月

造成工事 平成２５年９月～令和元年９月

  供用開始 平成２８年４月

  附帯業務等 ～令和２年３月

・他事業との調整，盛土材や工事用通路，工事ヤードの確保に時間を要したが，マネ

ジメント業務を活用した工事間調整会議の開催により，概ね予定どおり宅地の引

渡しができたことから事業手法は適正だと考える。

事業担当部局

建設部住宅課 電話番号：0226-22-3426






